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平成２４年（行コ）第４１７号 公金支出金返還請求控訴事件  

控訴人（原告）渋谷 登美子外２名  

被控訴人（被告）嵐山町長 岩澤 勝  

被控訴人（被告補助参加人）部落解放同盟埼玉県連合会嵐山支部代表者支

部長 松本 美子  

 

訴えの変更申立書  
平成２５年１月３１日  

 

東京高等裁判所第１２民事部 御中  

 

    控訴人（原告）ら訴訟代理人弁護士  佐  竹   俊   之  

    同            弁護士  太  田   伸   二  

 

 頭書の事件について、控訴人は、以下のように控訴の趣旨を変更する。 

第１ 控訴の趣旨の変更  

   控訴の趣旨を以下のとおり変更する。  

 １ 原判決を取り消す。  

 ２ 被控訴人嵐山町長は、嵐山町土地改良団体協議会に対し、金２２３

万５０００円並びに内金７４万５０００円に対する平成２１年６月

１６日から、内金７４万５０００円に対する平成２２年６月２６日か

ら、内金３７万２０００円に対する平成２４年８月７日から及び内金

３７万３０００円に対する平成２４年１１月１６日から各支払済み

まで年５分の割合による金員を請求せよ。  
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 ３ 被控訴人嵐山町長は、被控訴人部落解放同盟埼玉県連合会嵐山支部

に対し、金２０７万円並びに内金６９万円に対する平成２１年６月６

日から、内金６９万円に対する平成２２年７月２７日から、内金３４

万５０００円に対する平成２４年７月１８日から及び内金３４万５

０００円に対する平成２４年１１月１６日から各支払済みまで年５

分の割合による金員を請求せよ。  

 

第２ 請求の原因の追加  

 １  被控訴人嵐山町長から嵐山町土地改良団体協議会及び被控訴人部

落解放同盟埼玉県連合会嵐山支部に対する平成２４年度分補助金の

交付  

   被告は、平成２４年度分の補助金の差し止めを求める本訴が係属中

であるにもかかわらず、嵐山町土地改良団体協議会（以下「嵐土連」

という。）に対し、平成２４年８月６日に３７万２０００円、同年１

１月１５日に３７万３０００円、合計７４万５０００円の補助金を交

付した（甲２１５ないし２１８）。また、被控訴人部落解放同盟埼玉

県連合会嵐山支部（以下「被控訴人嵐山支部」という。）に対しても、

平成２４年７月１７日に３４万５０００円、同年１１月１５日に３４

万５０００円、合計６９万円の補助金を交付した（甲２１９ないし甲

２２２）。  

 ２ これらの補助金の交付が違法であること  

   しかし、これらの補助金は、①平成２１年度、平成２２年度の補助

金額と近く、同年度の補助金の使用実績からすれば、嵐山町の「団体

に対する補助金等交付要綱」（甲１９、以下「交付要綱」という。）に

定められた対象事業（嵐土連は「研修、事業促進活動」、被控訴人嵐
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山支部は「各種研修会、大会及び集会参加」）以外にも使用されるこ

とが明らかであること、②特に被控訴人嵐山支部においては、不適正

な支出が疑われることなどの事情があるにもかかわらず交付された

ものであって、補助金の交付について公益上の必要性を求める地方自

治法２３２条の２などに違反する違法なものである。  

よって、これら補助金交付については、公序良俗（民法９０条）に

違反するものとして無効であり、被控訴人は嵐土連らに対し、交付さ

れた補助金が不当利得にあたるものとしてその返還を請求すべきであ

る。  

                             以 上  


